別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名:県信用保証協会損失補償金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　中小企業課　資金融資担当　電話番号：058-272-8389
　　　　　　　　　　 E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：55,000千円（前年度予算額：55,000千円）
	事業内容


	１　事業の内容


①　事業目的
岐阜県信用保証協会は、保証付融資を受けた中小企業者が期日までに金融機関へ返済できなくなった場合、代わりに金融機関へ代位弁済するが、それによって生じた損失の一部を県が補償することにより、中小企業者に対する金融の円滑化を図ることを目的とする。（平成１７年度までの保証承諾に伴うもの）
  ②　事業内容
  　○　信用保険制度のしくみ
　　(1) 中小企業者が、県保証協会の保証付融資を金融機関から借り入れた場合は、県保証協会が信用保険料として信用保証料収入の約50％を日本政策金融公庫（旧中小企業金融公庫）に対して支払う。
    (2) 保証付融資を受けた中小企業者が、定められた期日までに金融機関に償還できない場合、県保証協会が中小企業者の代わりに金融機関へ代位弁済をする。
    (3)信用保険料を県保証協会から受け取っている日本政策金融公庫は、代位弁済額のうち元金に対して70～80％を保険金として県保証協会へ支払う。
　　○　県負担の考え方
　　　　県は、県保証協会が代位弁済した元金から日本政策金融公庫の保険金を控除した額の２分の１を支払う。（ただし、ぎふ無担保スピード資金は３分の１）
○　損失補償契約
　　　　平成１７年度まで県は県信用保証協会と年度ごとに損失補償契約を交わしており、契約で定めた補償期間内の損失について、補償限度額の範囲内で補償金を支払う。
	２　所要経費


    　　  55,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　モノづくり企業の集積を高めるために
・地域外から所得を稼ぐことができる製造業を本県産業の中核と位置づけ、モノ　づくりの振興を通じ、人口減少に伴う地域内消費の減少を克服し、力強い地域経済をつくる。
	２　これまでの取組状況


平成１７年度まで、岐阜県信用保証協会への経営支援として損失補償を実施してきた。

国の信用補完制度の見直しとして平成１８年度より保証料補給が弾力化され、リスクに応じた保証料徴収が可能となったことにより、県保証協会の収支のバランスが改善されたため、平成１８年度から新たに承諾した保証債務に伴う損失補償は設定しないこととなった。
	３　これまでの取組に対する評価


岐阜県信用保証協会への経営支援を行うことで、中小企業者の資金需要や資金繰り円滑化に適切に対応できた。
今後は、補償期間が平成３２年度までとなっている平成１７年度までの融資実行分について、保証限度額の範囲内で補償金の支払義務が生じる。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	55,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	55,000

	要求額
	55,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	55,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


